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19 R5.12.12 辻󠄀　 Ｐ62⑥専門職との連携

１行目で保健師・管理栄養士・歯科衛生士及びリハビリテー

ション専門職とあげている職種はなぜか。

また、【指標】要介護リスクについて、オーラルフレイルの割

合などデータがあればお示しいただきたい。

【保健師】

地域活動へのつなぎ、自宅での体操・脳トレの実施等保健

指導実施

【管理栄養士】

低栄養予防等、適切な食事量や内容の提供

【歯科衛生士】

口腔機能向上指導

【リハビリテーション専門職】

筋力強化訓練や日常動作訓練等

以上のように、対象者に合わせた自立支援・介護予防及び

重度化防止を目指しています。オーラルフレイルの割合に

ついては、「健康とくらしの調査」より、口腔機能低下者

割合を提示します（別紙２-１）。

20 R5.12.12 辻󠄀　
P64（３）専門職種等を活用した介護予防機能

の強化

【指標】通いの場等へのリハ職の派遣データがあればお示し頂

きたい。

通いの場等へのリハビリテーション専門職の派遣状況は、

東海市では短期集中サービス利用前のアセスメントや見立

て等助言を通いの場等へのリハビリ専門職派遣として、３

０回計画しております。

大府市では、理学療法士６４回、管理栄養士１６回、歯科

衛生士４８回が地域の介護予防教室会場へ出向き、健康教

育実施や相談に対応しております。

知多市では、サロン活動等に理学療法士、柔道整復師、音

楽療法士を派遣し、介護予防等に関する技術的助言を行う

計画です。

東浦町は地域包括支援センターが事業対象者等の自宅に訪

問する際に対象者に合わせた理学療法士、作業療法士や言

語聴覚士を派遣し、サービス開始に当たっての助言をもら

う側方支援を１３回行います。

21 R5.12.12 辻󠄀　 Ｐ78業務の効率化

（２）業務の効率化

認定が法定期間内に出ない場合に利用者の実費負担や利用がで

きなくなる、回数が確保できない等に関しては、広域連合が利

用者に対して不利益にならないように負担すべきと思われるが

いかに。

広域連合では調査員の増員、簡素化の導入などを行い、少

しでも早く決定をしていくように努めています。

利用者負担の平等性の観点から、介護度の変更等に伴う給

付額のサービス利用の差額分を後から保険者が実費負担す

る考えはありません。

なお、国の示す期間よりも認定結果が出ることが遅れてい

ることは広域連合でも問題視しており、国県に現場の状況

に制度があっていないことを伝え、改善を求める要望を国

県に伝えているところです。国県もそのことを認識してい

ると回答を得ています。今後も少しでも早く認定できるよ

うに努力していきます。

22 R5.12.12 辻󠄀　 Ｐ80

【指標】介護職員処遇改善加算等の取得促進

改定では職鵜改善は「介護職員等処遇改善加算」に一本化され

る見込みである。

ご指摘のとおり、一本化される方向であることは認識して

おりますが、現時点では国から正式に改正内容が示されて

いない状況です。指標につきましては別紙２-２の記載にあ

りますように記載し、来年度以降進捗管理をする中で目標

値については設定していきたいと思います。

23 R5.12.12 辻󠄀　 P82

「福祉住環境コーディネーターやリハビリテーション職などの

専門職の協力を得ながら、利用者の身体状況に適した適切な利

用を推進します。」とあるが、介護給付費分科会第235回

（R5.12.11）資料２　P26　①-ア（別紙２-３）でもあるよう

に、「医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提

案を行うこととする。」の文言があるため、表現が適切でない

ように思われる。

福祉用具購入・貸与の提供につきましては、その必要性を

医師や専門職の意見を踏まえ、ケアプランに盛り込む必要

性があることは承知しております。本頁では給付適正化事

業について、記載しており、この点検においては、リハビ

リテーション専門職等が推奨されております。広域連合で

は専門職として福祉用具住環境コーディネーターの資格を

持つ職員が適正な給付であることを点検しております。

委員からの事前質問について 別紙２
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⑤認知症対応型共同生活介護、施設系サービスにおける平時からの認知症の行動・

心理症状の予防、早期対応の推進 

【認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】 

認知症の行動・心理症状（BPSD）の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早

期に対応するための平時からの取組を推進する観点から、認知症のチームケアを評

価する新たな加算を設ける。 

 

⑥介護老人保健施設における認知症短期集中リハビリテーション実施加算の見直し 

【介護老人保健施設】 

認知症を有する入所者の居宅における生活環境に対応したサービス提供を推進す

る観点から、現行の認知症短期集中リハビリテーション実施加算について、当該入

所者の居宅を訪問し生活環境を把握することを評価する新たな区分を設ける。  

その際、現行の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進する観点か

ら、評価の見直しを行う。  

 

（８）福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し 

①一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入 

【福祉用具貸与★、特定福祉用具販売★】 

利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福

祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、一部の福祉用具に

ついて貸与と販売の選択制を導入する。具体的には、要介護度に関係なく給付が可

能な福祉用具のうち、比較的廉価で、購入した方が利用者の負担が抑えられる者の

割合が相対的に高い、固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえ

を除く）及び多点杖を対象とする。 

福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、貸与と販売の

選択制の導入に伴い、以下の対応を行う。 

ア 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支

援専門員が、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択で

きることについて、利用者等に対し、十分説明を行うこととするとともに、利

用者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、利

用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うこととする。         

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙２－３
（第235回（R5.12.11）介護給付費分科会　資料２　抜粋）
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